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社会福祉法人多摩市社会福祉協議会 

ボランティア活動等振興助成金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、幅広い市民の地域活動への主体的な参加を促進し、ボランティア活動及び公益的な

市民活動（以下「ボランティア活動等」という。）の安定的かつ継続的な振興及び活性化を図るため、

ボランティア活動等を行う団体に対する助成金の交付に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （助成対象団体） 

第２条 助成の申請ができる団体は、次の各号のいずれかに該当する団体とする。 

 ⑴ 多摩ボランティア・市民活動支援センターに登録している団体（以下、「登録団体」という。）で、

会計事務が適正に行われている団体。 

 ⑵ 前項に掲げるもののほか、ボランティア活動等を行う団体で、会計事務が適正に行われているもの

のうち、特に多摩市社会福祉協議会会長（以下「会長」という。）が認めるもの。 

 

（助成対象事業） 

第３条 助成対象事業は、福祉課題もしくは地域課題解決に取り組むことを目的とした事業で、且つ次に

掲げる事業とする。 

 ⑴ 【スキルアップ支援】ボランティア活動等の質向上を図るために必要な事業 

 ⑵ 【人材（担い手）育成支援】広く市民を対象としてボランティア活動等の普及及び啓発を行う事業 

 ⑶ 【チャレンジ支援】社会的・地域的課題解決のために行い、効果が期待できる事業 

 ⑷ 【立ち上げ・活動継続支援】設立２年目以内に登録団体となったものが、これから継続して行おう

とするボランティア活動等を目的とした事業 

⑸ その他会長が必要と認める事業 

  

（助成対象経費） 

第４条 助成の対象となる経費及び上限額は別表のとおりとし、助成の金額は、予算の範囲内で会長が定

める。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は対象としない。 

 ⑴ 飲食費  

 ⑵ 団体運営に要する経常的経費 

 ⑶ 既に東京都、多摩市又は社会福祉法人多摩市社会福祉協議会のいずれかから助成を受けている経費 

⑷ 交通費のうち、交通機関の利用が明確に事業として位置付けられていないものに係る経費 

 ⑸ 諸謝金のうち、団体構成員に対するもの 

 ⑹ 備品購入費のうち、広く市民を対象とする活動において使用する物品以外のもの 

 

 （申請） 

第５条 この要綱による助成を利用しようとする登録団体（以下「申請団体」という。）は、社会福祉法

人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金申請書（第１号様式）に必要書類を添付し、会

長に申請する。 

２ 社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金申請書の提出期限は、会長が別に

定める日とする。 

３ この要綱による助成の申請は、原則として１年度につき１団体１事業に限る。 

 

 （交付決定等） 

第６条 会長は、前条に規定する助成の申請を受けたときは、当該申請書類を多摩ボランティア・市民

活動支援センター運営委員会（以下「運営委員会」という。）に提出し、運営委員会は、当該申請に

対する助成の可否及び助成金額を審査し、審査結果を会長に報告する。 
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２ 会長は、助成の可否及び助成金額を決定し、助成金を交付することが適当であると認めるときは、社

会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金交付決定通知書（第２号様式）により

、助成金を交付することが適当でないと認めるときは、社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティ

ア活動等振興助成金不交付決定通知書（第３号様式）により申請団体に通知する。 

 

（事業の変更等の申請） 

第７条 前条の助成金の交付決定通知を受けた申請団体（以下「被交付決定団体」という。）は、事業内

容等を変更しようとする場合は、速やかに会長に申請して承認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する承認の申請は、社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金変

更承認申請書（第４号様式）によるものとする。 

３ 会長は、前項の社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金変更承認申請書が

提出されたときは、その内容を審査し、変更を承認することを決定したときは社会福祉法人多摩市社会

福祉協議会ボランティア活動等振興助成金変更承認通知書（第５号様式）により、承認しないことを決

定したときは社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金変更不承認通知書（第

６号様式）により、被交付決定団体に通知する。 

 

（交付決定の取消し） 

第８条 会長は、被交付決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の決定の全部又は一部

を取消すことができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

⑵ 助成金を助成対象事業以外の用途に使用したとき。 

⑶ その他この要綱の規定に違反したとき。 

２ 会長は、前項の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合は、理由を付して社会

福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金交付決定取消通知書（第７号様式）によ

り被交付決定団体に通知する。 

 

（返還命令） 

第９条 会長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、助成対象事業の当該取

消に係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、別に期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 

 

（事業報告） 

第１０条 会長は、助成金の適正な執行を図るために、必要に応じて被交付決定団体に対して報告を求め

ることができる。 

２ 被交付決定団体は、当該事業終了後３０日以内又は助成金の交付決定に係る会計年度終了後３０日以

内に、社会福祉法人多摩市社会福祉協議会ボランティア活動等振興助成金報告書（第８号様式）を会長

に提出しなければならない。 

 

 （返還等） 

第１１条 被交付決定団体は、精算残金があるときは、速やかにこれを返還しなければならない。 

 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日より施行する。 

附 則（平成２１年度第４回評議員会一部改正） 
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この要綱は、平成２２年４月１日より施行する。 

附 則（平成２２年度第５回評議員会一部改正） 

この要綱は、平成２３年４月１日より施行する。 

附 則（平成２４年度第３回評議員会一部改正） 

この要綱は、平成２４年１１月１日より施行する。 

附 則（平成２５年度第５回評議員会改正） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年度第６回評議員会改正） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年度第４回評議員会改正） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年度第３回理事会改正） 

この要綱は、平成３０年１１月２２日から施行する。 

附 則（平成３０年度第５回理事会改正） 

この要綱は、平成３１年３月２５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

別表（第４条関係) 

 

助成対象事業 助成上限額 助成対象経費 

第３条第１号に規定する事業 ２万円 備品購入費、通信運搬費、印刷製本費、

諸謝金、消耗品費、交通費、賃借費及び

会議費 

 
第３条第２号に規定する事業 ３万円 

第３条第３号に規定する事業 １０万円 

第３条第４号に規定する事業 ５万円 

第３条第５号に規定する事業 １０万円 

 

 

 


